
【市議会議員候補 中村やすおの主張・政策】 

（1）選挙公約の全体⽅針 

常総市の⼈⼝減少に⻭⽌めをかけ、財源を確保し、県⻄地域の活性化を促します 

 
（2）常総市を取り巻く環境 
①常総市の⼈⼝と世帯数の推移 
 ・⼈⼝は、右肩下がりの傾向にあります。 
 ・平成 18 年の合併当時、66,107 ⼈の⼈⼝であったが、令和４年には、60,000 ⼈を割っています。 
 ・⼀⽅で、世帯数が増えており、1 世帯当たりの世帯⼈数は減少傾向にあります。 

【出典】常総市ホームページ 令和 4 年度版統計書 より 
 
 
 
 
 
 

H 24 H 25 H 26 H 27 H 28 H 29 H 30 R 1 R 2 R 3 R 4

総数 64,258 63,634 62,957 61,483 60,893 60,829 60,337 59,647 60,834 60,393 59,999

男性 31,997 31,689 31,427 30,692 30,442 30,420 30,130 29,806 30,465 30,253 30,121

女性 32,261 31,945 31,530 30,791 30,451 30,409 30,207 29,841 30,369 30,140 29,878

世帯数 20,845 20,868 20,948 20,600 20,771 21,329 21,549 21,668 22,289 22,659 23,128

59,999 

64,258 



②常総市の⼯業の状況 
〇従業者規模別事業所数等 
・従業員数や製造品出荷は、右肩上がりの増加傾向にあったが、コロナ禍で停滞しました。 
・300 ⼈未満の事業者は減少傾向にあり、300 ⼈以上の事業所は増加傾向にあります。 

〇県内と各市の⼯業状況 
・茨城県は、従業員数、製造品出荷額で全国上位にあり、⼯業の盛んな県です。 
・常総市は、県内では７位に位置していますが、今後、さらなる成⻑が期待できます。 

 
【出典】常総市ホームページ 令和 4 年度版統計書 より 



③常総市の⽴地と地理的な優位性 
・⾸都圏から 50〜55 キロメートル圏内に位置し、⼤部分が圏央道の内側に位置します。 
・市の東側には道の駅を中⼼とした「アグリサイエンスバレー事業」が注⽬を集めています。 
・市の⻄側には、南北に⼯業団地が広がり、常総 IC ⾕和原 IC にも近く物流に便利です。 

 
【出典】常総市ホームページ 常総インターチェンジ周辺関連事業 より 
 
（3）常総市発展に向けた課題 

①豊かな市財政の実現、税収の確保 
②⼈⼝増を⽬指すための事業の実現 
③⼦供や若い夫婦が、希望を持てる社会の実現 
④住みよい街の開発 
 

（4）政策 
①坂⼿町内守⾕町に⼯業団地を誘致し、市の財政を豊かにします。 

〜⼯場誘致により、地⽅税の１つである固定資産税の税収の増加を⽬指します〜 
・⼯業団地の造成で、約 2.5〜3億円の増収を図り、市の財政を豊かにします。 
・坂⼿守⾕地区に開通した⻄幹線道路の沿線に、約１０万坪分の⼯業団地を作ります。 
・⼯場⽤地として、⻄幹線道路の⻄側に約数万坪、東側に１万坪以上を計画します。 

 



【別紙資料 3/1 中村安雄活動報告より】             数字は、常総市内の参考税額です 
区域 1 ㎡当たりの 

⼟地固定資産税 
5,000 ㎡の 

⼟地固定資産税 
3,000 ㎡の 

建物固定資産税 
合計 

畑 0.9 円 4,500 円 － 4,500 円 
⽥ 1 円 5,000 円 － 5,000 円 

⼭林 0.5 円 2,500 円 － 2,500 円 

⼯場⽤地 125 円 625,000 円 － 
2,875,000

円 
⼯場建物 750 円 － 2,250,000 円 

（表内の計算） 
 ・畑 5,000㎡の固定資産税は、5,000㎡／1,000㎡×＠900＝4,500円 

・⼯場⽤地になると、⼟地の固定資産税は＠125／㎡となり 625,000円／5,000㎡ 
そこに延べ床⾯積 3,000 ㎡の⼯場を建設すると、建物の固定資産税は＠750／㎡になるので、
2,250,000円／5,000㎡となり、合計で 2,875,000 円に増加します。 

・これによると、約 10万坪の⼯業団地の造成で約 1.9 億円の増収が⾒込まれ、さらに、以下の雇⽤
促進施策により、最終的には、2.5〜3 億円の増収が期待されます。 

 
②雇⽤の更なる促進を図り、就業機会を増やします 

・⼯場誘致にあたり、企業⽴地奨励⾦制度（※）・雇⽤拡⼤奨励⾦制度（※※)を活⽤し、雇⽤
促進に努めます。 
※企業⽴地奨励⾦制度  
〇新設︓⼟地・家屋の新設投資 1億円以上を⾏う企業の場合、新規雇⽤者 5名以上で、奨励

⾦ 2,000万円を上限に交付する（3 年間で最⼤ 6千万円）。 
〇増設︓家屋の取得費 5,000万円以上を⾏う企業の場合、新規雇⽤者 5名以上で、奨励⾦

2,000万円を上限に交付する（3 年間で最⼤ 6千万円）。 
※※雇⽤拡⼤奨励⾦制度 

交付上限 500万円を⽀給します（１年以上の勤務など条件あり） 
 

上記の⼯場誘致、並びに雇⽤促進施策により、約 700 名以上の雇⽤を⽣み出します。 
 
③「道の駅」周辺のエリア 450ha を開発 
・「道の駅」周辺のエリア 450ha を開発に尽⼒して、商業・サービス業の活性化を図り、 

2.5〜3 億円の増収を図ります。 
 
④コミュニティーバスを運⾏します。現在、4 ルートを計画中。 
・別紙資料 3/1 中村安雄活動報告を参照。 



⑤⽔海道有料道路の通学時間帯の無償化事業の推進 
・約 4,000万円の年間予算のうち、50％にあたる 2,000万円の予算を確保します。 
 
⑥住みよい街の実現に向けた柔軟な⼟地利⽤の推進 
・市内では区域指定のため、場所によっては家を建てられないエリアもあります。 
住み良いまちづくりを⽬指し、柔軟な⼟地利⽤にも尽⼒します。 

 
 

－以上－ 
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